
は じ め に

マラリアは世界の100カ国以上で流行し，年間

の感染者数が３～５億人，死亡者数が少なくと

も100万人はあると推定され ，流行地では社会

経済的にも深刻な問題を生じている感染症であ
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日本人渡航者のマラリア予防対策についての状況
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目的 日本人渡航者が，マラリアに対する基本的知識，渡航先の流行の有無，帰国後にマラリア発

症を疑うときの対処方法などについて認識できているかを明らかにし，日本人渡航者にはどの

ようなマラリア対策が必要なのかを検討する。

方法 2001年10月末から12月中旬の期間に，東京検疫所と大阪検疫所に予防接種を受けに来所した

16歳以上の日本人渡航予定者に対して，自記式質問紙票を用いた調査を行った。調査内容は，

渡航歴，渡航形態，渡航頻度，マラリアに対する基本的な知識（病名・症状・感染経路・予防

法）の有無，渡航先のマラリア流行状況の把握の有無とその情報源，マラリアに関する知りた

い情報，帰国後風邪症状が続く場合の対処行動，帰国後マラリアが疑わしい場合の相談先の把

握の有無など，計25項目とした。

結果 調査依頼数468通のうち，回収数(率)は284通（60.7％）であった。そのうち，渡航国にWHO

が規定するマラリア流行地を含む248通（53％）を有効回答とした。85％の者がマラリアの感染

経路を「蚊」と正解回答し，83％の者がマラリアの主な症状を「発熱」と正解回答したが，マラ

リアの第１の予防法について「蚊に刺されないこと」と正解を答えた者は69％であった。渡航

先でのマラリア流行の有無について「知っている」と回答した者の割合は41％と少なかった。

渡航先のマラリア流行の有無の情報源は，「旅行の本・雑誌・ガイドブック」が最も多く，「旅

行会社」は少なかった。また，80％の者は，帰国後マラリアが疑わしいときの相談先を「知ら

ない」と答えていた。

結論 日本人渡航者のほとんどは，マラリアの病名，感染経路，主な症状についての知識は有して

いた。しかし，マラリアの予防法である渡航先の流行状況についての情報の入手，マラリアが

疑わしいときの対処行動および相談先など，渡航者が自分で身を守るために必要な知識，態度

が不足していた。今後，⑴渡航者が自分で身を守るという意識改善を目指す効果的な啓発を行

うこと，⑵旅行会社が渡航者にマラリアについての正しい情報提供を行うことと，そのための

公的機関（検疫所，保健所など）による支援が行われること，⑶国内各地でのマラリアを扱う

医療機関が広く認知されること，が望まれる。

キーワード 渡航者，マラリア，予防，情報提供
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る。マラリアの中でも特に熱帯熱マラリア感染

は重症化や死亡の危険が高く，十分な注意が必

要である。マラリアは流行地住民の問題である

のみならず，渡航者が，観光，ビジネス，途上

国援助，学術調査などで途上国へ出かけた際に

マラリアに罹患し，ときに重症化や死亡例が発

生することから，渡航者の問題でもあり，渡航

者に対してマラリア対策を講じる必要がある。

近年，日本人渡航者数は増加傾向で，途上国

やマラリア流行地への渡航も増えており ，毎年

渡航中や帰国後にそれぞれ100名前後がマラリア

を発症し，ときに死亡例もみられる 。日本人

渡航者は抗マラリア薬の予防内服が一般化して

いないので ，アフリカなどの熱帯熱マラリア

の高度流行地への渡航が増える場合には，感染

者が増加することも懸念される。

欧米先進国では，渡航者のマラリア予防に関

する意識の調査研究が行われている。しかし，

わが国ではそのような調査研究はほとんど行わ

れていないため，日本人渡航者のマラリア予防

状況が明らかにされていない 。そこで，今回わ

れわれは，渡航者のマラリア対策のうち基本的

知識，渡航先の流行の有無，帰国後にマラリア

発症を疑うときの対処について，日本人渡航者

が認識できているかを明らかにするために研究

を行った。

研 究 方 法

2001年10月末から12月中旬の期間に，予防接

種を受けに東京検疫所と大阪検疫所に来所した

16歳以上の日本人渡航予定者に対し，無記名の

自記式質問紙票を用いた調査を行った（配布や

回収は各検疫所の担当者に委託）。

東京検疫所と大阪検疫所での調査依頼数468

通のうち，回収数(率)は284通（60.7％）であっ

た。そのうち年齢が記入されており，渡航国に

WHOが規定するマラリア流行地 を含む248通

（53％）を有効回答として解析した。

調査内容は，渡航歴，渡航形態，渡航頻度，

マラリアに対する基本的な知識（病名・症状・

感染経路・予防法）の有無，渡航先のマラリア

流行に関する認知度とその情報源，マラリアに

関する知りたい情報，帰国後風邪症状が続く場

合の対処行動，帰国後マラリアが疑わしい場合

の相談先の把握の有無など，計25項目とした。

統計解析には，SPSS10.0j（エス・ピー・エス・

エス社，東京）を用いた。性別による差につい

てはχ検定，年齢階級別による差については

Mann-Whitney U testを行った。

研 究 結 果

回答者の男女比は1.2：１であり，年齢階級で

は16～25歳の割合が最も多かった。渡航期間で

は１カ月～半年と比較的長い者が35％であった。

渡航形態では観光旅行（ツアー旅行と個人旅行

を含む）と仕事の合計が83％でほとんどを占め

た。また，61％の者が途上国への渡航は初めて

であった。渡航国にマラリアの高度流行地であ

る南米，アフリカを含んでいたものは，それぞ

れ52％であり，アジアは21％であった。

マラリアの病名については多くの者（95％）

が渡航前から知っていた。マラリアの感染経路，

主な症状については８割以上の者が正解を回答

した（表１）。しかし，マラリアの第１の予防法

について「蚊に刺されないこと」と正解を答え

た者は約７割で，基本的な知識を問う質問の正

解率としては最も低かった。不正解回答として
表１ マラリアに関する基本的な知識

(単位 人，( )内％)

調査数 正解 不正解

問1.マラリアの感染経路 248(100) 210(85) 38(15)
問2.マラリアの主な症状 248(100) 207(83) 41(17)
問3.マラリア感染の第1の予防法248(100) 170(69) 78(31)

注 1) 正解：問１．“蚊”，問２．“発熱”，問３．“蚊に刺されない”
2) 不正解回答のうち回答率の高いもの：問１．“蚊・ブユ以外の
昆虫”n＝14(5.6％)，問２．“下痢”n＝45(18％)，問３．“ワク
チン接種”n＝16(6.9％)

表２ 渡航先でのマラリア流行の有無についての把握
(単位 人，( )内％)

調査数 知っている 知らない

総数 246 (100) 101 (41) 145 (59)
男 136 (100) 65 (48) 71 (52)
女 110 (100) 36 (33) 74 (67)

注 1) 性別：χ＝5.705 p＜0.05
2) 無回答を含まない。
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最も多かったのはマラリアに対する「ワクチン

接種」であった。

渡航先でのマラリア流行の有無について「知

っている」と回答した者の割合は，全体の半分

以下と少なかった。さらに男女別にみると，「知

っている」と回答した者は女性の方が有意に少

なかった（表２）。また，渡航先のマラリア流行

の有無を知っていると回答した者の中では，そ

の情報源に関して「旅行の本・雑誌・ガイドブ

ック」と回答したものが最も多く，次いで「友

人・知人・家族」「インターネット上の情報」と

続いた。公的機関や「旅行会社」と回答をした

者はいずれも非常に少なかった（表３）。

帰国後，風邪症状が続く場合の対処行動につ

いては，できるだけ早く病院を受診すると答え

た者が半数以上であったが，その中で，「できる

だけ早く感染症の専門病院を受診する」と回答

した者は２割に過ぎなかった（表４）。また，帰

国後マラリアが疑わしいときの相談先を知って

いるかどうかについては，「知らない」と答えた

者が８割に達していた（表５）。

考 察

渡航者のマラリア対策は，渡航者自身の知識，

態度，行動およびマラリア予防のアドバイス，

マラリアの適切な診断と治療などのそれぞれの

段階での対策が必要である。渡航者はマラリア

の基本的知識を有し，渡航先での流行の有無を

把握し，必要に応じた予防対策を行い，帰国後

にマラリアが疑われるときには適切な行動を取

る必要がある 。本調査においては，このような

点における日本人渡航者の問題点を検討したが，

今後改善すべきいくつかの点が明らかになった。

マラリアの基礎的な知識については，マラリ

ア流行地を訪れたスイスの渡航者 と比較する

と，マラリアの感染経路，主な症状を知ってい

る者の割合は，日本人渡航者の方が低かった。

さらに日本人渡航者では，マラリアの第１の予

防法の正解である「蚊に刺されないこと」と回

答した者の割合は低く，中でも現在市販に至っ

ていない「ワクチン接種」と誤解している者が

多かった。これらの基本的知識については，情

報提供する側の問題のみならず，渡航者の自己

責任としての認識も高めていく必要があると思

われる。

マラリア予防対策として，渡航先の流行状況

を把握することは基本的なことである が，本研

究においては，その点でも不十分であることが

明らかになった。さらに，渡航国でのマラリア

流行の状況を知っている者のなかで，その情報

源としては旅行の本・雑誌・ガイドブックなど

の出版物，友人・知人・家族などのいわゆる口

コミが多く，検疫所などの公的機関や旅行会社

を挙げた者は少なく，旅行会社のあり方につい

て問題提起をするものであった。

欧米においては渡航者の健康に関する旅行会

社の役割につき，調査研究がなされている。カ

表３ 渡航先でのマラリア流行に関する情報源(複数回答可)
(単位 人，( )内％)

調査数 (n＝101)

総数 170 (100)
テレビ・ラジオ・新聞 15 ( 9)
友人・知人・家族 38 (22)
旅行の本・雑誌・ガイドブック 42 (25)
インターネット上の情報 28 (16)
旅行会社 11 ( 6)
開業医・病院 2 ( 1)
保健所 － (－)
検疫所 13 ( 8)
外務省・厚生労働省 14 ( 8)
その他 6 ( 4)
わからない 1 ( 1)

注 1) 渡航先のマラリア流行の有無を知っていると回答したものの
うち，本問を回答したものである。

表４ 「帰国後，風邪症状が続くときどうしますか？」につ

いての回答
(単位 人，( )内％)

調査数
2～3日様子

を見る

できるだけ早く

近所の病院を受診

できるだけ早く

専門病院を受診
その他

243(100) 98(40) 92(38) 49(20) 4(2)

注 1) 無回答を含まない。

表５ 「帰国後，マラリアが疑わしいときの相談先を知っています

か？」についての回答
(単位 人，( )内％)

調査数 知っている 知らない

245 (100) 48 (20) 197 (80)

注 1) 無回答を含まない。
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ナダにおける調査では，旅行に関連する健康問

題の情報を旅行会社から得ていたのが44％に上

っていた 。国によっては，旅行会社が半数以上

の渡航者に医療機関あるいはトラベルクリニッ

クの受診を勧めているところもある 。ほとんど

の場合，海外渡航者は旅行会社と接触するので，

マラリアあるいはその他の感染症の流行状況な

どを知るのに最適の場所である。WHOは，旅行

会社はこのような情報提供を行うべきであると

している 。もちろん，旅行会社のアドバイスあ

るいは疾患の理解は不適切なことが多い の

で，旅行会社が詳細なトラベルヘルスアドバイ

スを行うのは適切でない。そこで，旅行会社は

基本的情報の提供を行い，リスクが高い渡航者

には出発前に専門機関の受診を勧める，すなわ

ち旅行会社と専門機関との役割を明確に分けた

うえでの有機的連携がなされる必要がある 。

本調査ではさらに，日本人渡航者は，帰国後

のマラリア発症が疑わしいときの対応が不十分

であることが示された。マラリアの初期症状は

発熱およびその随伴症状であり，感冒とみなさ

れる可能性があるので，帰国後に感冒様症状が

続くときには迅速に専門医療機関を受診すべき

であるが，そのように答えた渡航者は２割に達

せず，マラリアが疑われるときの相談先を把握

している者も同じ程度に少なかった。マラリア

に罹患しても，迅速な診断と適切な治療でほと

んど完治すると言われている 。しかし，わが国

ではマラリアの国内流行がなく，しかも輸入症

例数が多くないために一般医療機関での対応が

十分とは言えない。わが国での熱帯熱マラリア

の致死率は欧米での平均より高いことが示され

ているが ，死亡例では治癒例に比べて，発病か

ら医療機関受診までの期間が長い 。帰国後マラ

リアの発症が疑われるときには，迅速に最適な

診療を受ける必要があることを認識するような

啓発が望まれる。また，そのような専門機関が

十分に周知されていない問題もあるので，「熱帯

病治療薬研究班 （略称）」の薬剤保管機関など

が広く知られるようにする必要がある。

欧米では専門性をもったトラベルクリニック

が普及している。そこでは渡航に伴う健康問題

を広く扱い，とくに予防の観点からアドバイス

しており，さらに帰国後の発症についても対応

している。このように，トラベルクリニックが

整備されれば上記の問題の多くは解決されると

思われるが，わが国で全国的にトラベルクリニ

ックが設立されて良質のアドバイスが提供され

るようになるのには時間を要すであろう。この

ような現状では，公衆衛生機関，検疫所，医療

機関，旅行会社，航空会社などが有機的連携を

保ちつつ，各部門がどのような役割を担えるの

かの詳細な検討が必要である。

本研究における限界として次のことがあげら

れる。今回の調査を行ったのは，東京，大阪の

検疫所２カ所である。予防接種を行っている全

国17カ所の検疫所のうち，その実施件数は東京，

大阪が最も多く，全体の約40％を占めている 。

また，近年の日本人渡航者の性，年齢構成は20

歳代が最も多く，次に30歳代と続いており，男

性は女性の約1.2倍であるが ，本調査の対象者

でもほぼ同じ傾向がみられている。これらのこ

とから，対象者は日本人渡航者のすべての代表

とは言い難いが，マラリア流行地へ行く日本人

渡航者の傾向を反映しているとみなすことがで

きると考える。空港の出発ロビーなどで，出国

直前の渡航者に対して調査を行うことも検討し

ていく必要がある。もちろん，わが国の渡航者

と欧米の渡航者をより厳密に比較するには，各

国において同一の方式で調査研究を行う必要が

あり ，渡航目的地については国レベルではな

く，例えば密林地など高度マラリア流行地へ行

くかどうかなど，地方レベルでの扱いも必要で

あろう。

本研究から，日本人渡航者はマラリアの症状

や感染経路などの基礎的な知識はもっているが，

マラリア感染対策において十分に対応できてい

ないことが明らかになった。渡航者が自分の身

は自分で守るという意識改善を目指す効果的な

啓発，旅行会社が正しい情報提供を行うように

するための支援や，国内各地でのマラリアを扱

う医療機関が広く認知されるための方策が望ま

れる。感染症法が示すように，渡航者が感染症

について正しい知識をもち，その予防に注意を
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払うよう努めるという国民の責務 を果たせるよ

うな環境整備が求められている。
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